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高機能化学品

自国【地域ブロック経済圏】
のバリューチェーン維持

【国内産業の維持・発展にはなくてはならない存在。それが化学産業。】
化学産業はあらゆる産業に素材を提供している為、自国の地域ブロック経済圏の
バリューチェーンを維持し、安定供給を継続する責務がある。

 川上の化学産業、川下の産業が両輪となり国内生産能力を維持し国際競争力
を持つことが、国内バリューチェーン維持にとって必要。

川下の産業

封止材

偏光フィルム

ArFレジスト

タッチパネル
フィルム

層間絶縁材

・
・
・

原料【基礎化学製品】の
国内生産能力の強化

合成繊維

１-1 化学産業のバリューチェーン
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１-2 化学産業の規模

 雇用者数（95万人）、出荷額（46兆円）で見ても重要な基幹産業の一つ。
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【新素材によってあらゆる産業のCNに貢献】
➢ 化学産業は、競争力低下要因となりうるCNを克服し、社会にCO₂を原料とした
化学製品を供給し続ける「炭素循環産業」として生まれ変わる。

➢ 併せて、MI（マテリアルズインフォマティクス）などのデジタルも駆使し、研究開
発スピードを速めて、イノベーションを起こし続ける。

➢ これにより国内のバリューチェーンの維持・国際競争力向上に貢献する。

高いシェアを有する機能性化学品の分野（例）

封止材
日系メーカー世界シェア7割

住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ、昭和電工ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ、
Samsung(韓)、長春石油化学(台)など

ArFレジスト
日系メーカー世界シェア9割

JSR、信越化学工業、
東京応化工業、住友化学など

層間絶縁材
日系メーカー世界シェア9割
味の素ファインテクノなど

（出典）2018年 半導体材料市場の現状と将来展望(富士経済)/画像はinnocentrix社資料

（出典）世界有機ELディスプレイ製造装置・材料産業年間2018（グローバルネット）等よりNEDO作成

シリコンウェハ
日系メーカー世界シェア5割
信越半導体、SUMCO
Global Wafers(台)、
SK Siltron(韓)など

積層板
日系メーカー世界シェア7割

三菱ｶﾞｽ化学、昭和電工ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ、
斗山(韓) 、LG Chem(韓)など

CMPスラリー(STI用)
日系メーカー世界シェア7割
昭和電工ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ、 AGC、

KC Tech(韓)など

フッ化水素酸
日系メーカー世界シェア8割
ｽﾃﾗｹﾐﾌｧ、ﾀﾞｲｷﾝ工業、
僑力化工(中)など

１-3 持続可能社会における化学産業の役割
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炭素のない生活はあり得ない －化学産業におけるＣＮを考える上での前提

①化学産業で製造されている炭素含有製品は我々の生活には必要不可欠

半導体、液晶、繊維、医薬品、衛生材料、自動車、家電、建材、日用品・・・・・

②多くの炭素含有製品は石油が原料(化学産業で使用されているのは石油の７％)

③化学産業では製造時にエネルギーを使用(日本全体のCO2排出量の５％)

エネルギー構成：購入電力30％、化石燃料による自家発電70％

カーボンニュートラルの定義

数億年前に地中に埋まった炭素化合物(動物・シダ類)が長い時間かけて化石燃料になった

大量の炭素が地中に埋まった状態で今の生態系が数億年かけて形成された

人類は産業革命以降の約300年間で大量の地中の炭素分を地表に二酸化炭素という形で放出した

カーボンニュートラルとは・・・・
地中の炭素をこれ以上消費せず、現在地表にある炭素を循環利用すること

化学産業のカーボンニュートラルに向けての対応

✓ 原料を化石原料(石油)から地表にある炭素源の循環に転換

✓ 製造時に使用するエネルギーを、グリーン化した購入電力と燃料転換した自家発電に切替
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２-1 化学産業のカーボンニュートラルとは
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 「化学産業自らの排出削減」、「製品・サービスを通した排出削減貢献」により、ＣＮ
の実現に貢献していくことを骨子とし、
自らの排出削減策として「エネルギー転換と原料転換」を進めるとした。

①収率改善 ②エネルギー転換
③原料転換

【バイオマス・ケミカルリサ
イクル(炭素循環)など】（技術開発、実用化）

社会実装の
基盤作り

LCI等による環境負荷の可視化
評価方法の策定

化学産業自らの
排出削減

製品・サービス
を通した

排出削減貢献

グリーンエネルギー創出に必要な素材、その安定活用技術

軽量化、長寿命化、高効率化を実現する製品の提供

カーボンニュートラル実現
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２-2 ＣＮへの化学産業としてのスタンス策定 2021年5月

大容量ソーラー＋蓄電池

部材の軽量化

https://www.nikkakyo.org/news/page/8894

https://www.nikkakyo.org/news/page/8894
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➢ 生産活動におけるGHG排出の発生源
⚫ 化石資源の原料使用に伴うGHG排出
⚫ 自家発電設備等の化石燃料使用に伴うGHG排出
⚫ 購入電力・蒸気等の使用に伴うGHGの間接排出

➢ 生産活動におけるGHG排出削減の取組
⚫ プロセスの合理化（収率向上、廃棄物削減含む）

⚫ 革新技術の導入（省エネルギー、BAT、DX、電化等）

⚫ 自家発電設備の燃料切替：非化石化、低・循環・脱炭素化
① 低炭素化：石炭・石油➔ LNG、非化石燃料等
② 循環炭素化：バイオ燃料・合成燃料（メタネーション等）
③ 脱炭素化：水素・アンモニア

⚫ 購入電力への切替（ゼロエミッション電力化の進展）

⚫ 再生可能エネルギー利用

⚫ カーボンリサイクル技術の開発
CO2の分離回収・利用（CCU、人工光合成等）

⚫ クレジット利用
7

２-3 化学産業自らのGHG排出削減の取組み
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【有機化学では製造プロセス・リサイクルシステムの抜本的改善へ】
ナフサ分解炉では、基礎化学品の他、メタン等のオフガスが得られるため、
850℃に保つための熱源として利用されているが、このオフガスがCO₂排
出源になっているため、熱源のカーボンニュートラル化、及びオフガスの
原料化に取り組む必要。

加えて、サーマル利用からケミカルリサイクルなどによる資源循環も重要。

（出典）：経済産業省「経済産業分野におけるトランジション・ファイナンス推進のためのロードマップ策定検討会」化学分野より抜粋

２-4 化学産業からのCO₂排出の内訳（エチレンプラント）
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【無機化学の産業ガス・苛性ソーダ・塩素・水素は重要な基礎原料】
幅広い産業分野の原料・副原料、反応剤や工場排水の洗浄剤などに使われ
る苛性ソーダ。

ソーダ工業は、塩の電気分解により製品を製造しており、エネルギーコス
トが企業競争力に直結するため、自家発電による電力消費が使用電力全体
の７割を超える。自家発の多くは化石燃料であり、燃料転換が急務。

【電力消費量、買電・自家発電比率の推移】

（出典）ソーダ工業ガイドブック2020（日本ソーダ工業会）より作成

【苛性ソーダ生成プロセス】

電気

自家発

2NaCl
（塩）

2H2O
（水）

+

電解槽

苛性ソーダ
（NaOH）

＋
塩素 等

電気分解の工程で
大量の電気を利用

最終製品

電力原単位

自家発電

買電

電力消費量
（百万kwh）

電力原単位
（kwh/トン）

（年度）

電気分解

２-5 化学産業からのCO₂排出の内訳（化石燃料自家発）

http://mintpharmacy.weblogs.jp/photos/uncategorized/2008/02/20/photo.jpg
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２-6 エネルギー使用量及びCO2原単位推移

CO2排出量
6,269万T/Y 5,676万T/Y
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多くの化学製品の製造には、投入エネルギーとして化石燃料が、
また、原料として化石原料由来の炭素が使用されている。

化学製品
の製造

原料由来
の炭素

ｴﾈﾙｷﾞｰ由来
の炭素

= +

C
O

2
排
出
量

現状

ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙに加えて
・ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙの推進
・ﾊﾞｲｵ技術の推進

循環経済の確立
革新的新技術の活用

公共電力の原発化
火力発電の高効率化
・高効率化,LNG化 など

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰや
原子力の活用
革新的新技術の活用

現状 ｽﾃｯﾌﾟa ｽﾃｯﾌﾟb
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・ﾊﾞｲｵﾌｭｰｴﾙの安定確保
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水素、ｱﾝﾓﾆｱで発電
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石炭等化石燃料
(発電・蒸気用)

30
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ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ

ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ

ﾊﾞｲｵ技術活用

ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ

ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ

ﾊﾞｲｵ技術活用 ・ﾊﾞｲｵ技術の推進
ﾊﾞｲｵ由来原料の確保

・ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙの推進

再生可能ｴﾈ
や原発
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革新的新技術の活用
・人工光合成
水素とCO2の活用

・その他のCCU

ﾊﾞｲｵﾌｭｰｴﾙ

5

数値はイメージ

化学業界の課題
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２-7 化学産業のＣＮに向けた取組み (概念図)

【原料由来とエネルギー由来の２つのCO₂排出への対策】
 ＣＯ₂を削減する新たな原料プロセスへの大型投資を進めつつ、国際競争力の維
持・強化を追求する、という大変革の時期に突入。

グリーン電力購入促進
・化学プロセスの電化

公共電力
原発推進他



ご清聴ありがとうございました。

日本化学工業協会


